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多国籍企業の立地と産業集積の理論

松 原 宏

第 1章 はじめに 一地域構造論の系譜と問題

の所在一

日本における経済地理学の方法論的枠組みと

して最も体系的なものは、矢田俊文によって提

示された地域構造論である。矢田は、 1973年に

「経済地理学について」と題した論文におい

て、従来の経済地理学の主要な研究成果を批判

的に検討し、国民経済的視点に立って、地域的

分業体系を明らかにする新しい経済地理学の方

向性を示した（矢田， 1973)。地域構造論は、産

業配置論、地域経済論、国土利用論、地域政策

論の 4分野から構成され、今日にいたるまで多

くの研究成果が蓄積されてきている。

1970年代後半から80年代前半は、日本におけ

る地域構造の実態把握が進められていった時期

といえる。その主要な成果が、『戦後日本資本主

義の地域構造』（野原・森滝絹， 1975)であり、

「地域構造研究会」の集団的研究成果『日本の

地域構造』シリーズ全6巻（北村・矢田編， 1977

ほか）であった。理論面では、矢田個人によっ

て、地域構造論に関する重要な諸論考が、 1982

年に『産業配置と地域構造』にまとめられてい

る（矢田， 1982)。

1986年には川島哲郎編『経済地理学』が刊行

されるが、ここで矢田は、地域構造の歴史的発

展を説明する際に立地論の導入を行っている

（川島編， 1986）。このように、立地論や開発経

済学など、既存の理論を批判的に検討しつつ、

地域構造の理論を発展させていこうとする試み

は、 1990年の『地域構造の理論』にまとめられ

ていく（矢田編， 1990)。

1990年代以降も、地域構造論の理論・実証両

面での発展が図られていくが、それらは大きく

3つの方向、すなわち①立地論の発展的導入

（松原， 1991;柳井， 1997;山崎， 1999など）、

②国際的視点の導入（松原， 1989;鈴木， 1994,

1999など）、③動態的視点の導入（田村， 2000な

ど）にまとめることができる。また最近では、

欧米の経済地理学の諸潮流を紹介するととも

に、地域構造論の国際的位置づけを明確にする

試みもまとめられている（矢田・松原編，

2000)。

ところで、地域構造論が登場した背景には、

戦後の高度経済成長の歪みとして、過疎・過密

問題や公害問題などの地域問題の深刻化があっ

た。これらの地域問題の発生メカニズムを、国

民経済の地域的分業体系といったマクロな空間

構造の視点から解き明かそうとした点に、地域

構造論の存在意義があった。それから四半世紀

以上が経とうとしており、当然ながら問題意識

も分析の枠組みも、変わりつつある。もちろ

ん、少子高齢化が進む中で、過疎問題は深刻さ
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を増しており、東京や地方中枢都市への一極集

中傾向は依然として続いている。しかしなが

ら、国内の地域格差の問題にとどまらず、グ

ローバル化が進む中で、産業の空洞化にいかに

対応すべきか、国際競争力をどのように確保・

獲得し、地域の活性化をいかに実現していく

か、こうした問題の重要性が増してきているよ

うに思われる。

このような問題関心の変化を反映して、近年

産業集積に関する議論が非常に活発になされて

いる。地域経済の活性化にとって、いかに国際

競争力のある産業集積を形成していくかが、中

心的な課題になっているのである。

一方、グローバリゼーションの推進主体であ

る多国籍企業について、その研究動向をみてみ

ると、経済地理や立地、空間や地域に力点を置

いた研究が増加をみせている。また最近では、

産業集積と多国籍企業、両者の議論を融合さ

せ、地域と企業相互の発展戦略を考えようとす

る試みもみられるようになってきた。

そこで、こうした議論の状況を踏まえて、本

稿では、多国籍企業と産業集積に関して、論者

が以前執筆した 2篇の論考を取り上げ、それら

の要点を回顧するとともに、最近の議論を紹介

し、多国籍企業の立地と産業集積との関係につ

いての考察を深めていくことにしたい。

第2章 多国籍企業の経済地理学と立地論

第 1節 「多国籍企業の経済地理学序説」の概

要

1989年に上記の論文を執筆した当時の論者の

問題意識は、経済地理学の研究対象として多国

籍企業をどのように考えたらよいか、いかなる

第 67巻第4・ 5号

アプローチが可能であるか、地域構造論との関

係をどのように整理したらよいか、これらの点

を検討することにあった（松原， 1989)。

第1の検討課題は、バーノン (Vernon,R.）、

ハイマー (Hymer,S.)、ラグマン (Rugman,

A.M.）など、既存の多国籍企業の理論の中から

経済地理学的視点、とりわけ立地論的視点を摘

出することにあった。

バーノンの「プロダクトサイクルモデル」で

は、製品の成熟段階に対応した合衆国企業の生

産地域の国際的移転とその立地背景とが指摘さ

れていた (Vernon,1966)。すなわち、第 1の新

製品段階では、新製品需要の特性（高所得層の

存在や強度の製品差別化による価格弾力性の低

さなど）や外部経済の存在（コミュニケーショ

ンの柔軟性・迅速性など）が重視されるため

に、合衆国国内に立地が限られている。第2の

成熟製品段階では、他の先進国市場の伸びや、

規模の経済の実現による生産コスト面での内外

企業間の競争の激化、輸出相手国での保護政策

といった点を理由として、他の先進国への立地

が生じることになる。その際には、国内・国外

の製造原価の比較が、海外生産にあたって重要

な点となる。第3の標準化製品段階に至ると、

ますます生産コスト競争が激化してくるが、そ

の際には、組織的非能率性や政府の規制措置等

のマイナス面以上に労働力の低廉さが重視さ

れ、低開発地域での輸出拠点の形成が考えられ

てくる。なお、こうしたバーノンの理論は、

もっぱら多国籍企業の理論として捉えられてい

るが、国内に視点を戻すと、産業集積の衰退過

程あるいは集積を維持する条件を示す理論とし

て再評価することができよう。

一方、産業組織論的アプローチで知られるハ

イマーについては、多国籍企業組織の階層的な
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立地についての指摘が注目される (Hymer,

1972)。すなわち、現業部門は、労働力市場や原

料といった立地因子に規定されて全世界に拡散

するのに対し、地方本部は、ホワイトカラーや

情報の獲得のために、世界各ブロックの大都市

に集中する傾向が強いこと、さらに総合本社

は、資本市場やメデイア、政府との対面接触を

重視するためにより集中的な立地を示し、その

結果として「グローバル・シティー」が形成さ

れることを明らかにしたのである。このよう

に、早い時点でハイマーは、生産拠点の拡散と

管理部門の集積とを指摘していたのである。

また、 「内部化の理論」を多国籍企業に適用

したラグマンは、輸出、対外直接投資、ライセ

ンシングといった 3形態を取り上げ、それぞれ

について通常コスト以上の追加的コストの大小

を、時系列的に比較することにより、輸出→直

接投資→ライセンシングという順で選択がなさ

れていくことを明らかにした (Rugman,1981)。

その際、対外直接投資の利潤は、 i販売収益一

生産コスト一国際ビジネスに伴う特別コスト f

で示され、生産コストは立地特殊的要因（国内

生産と海外生産との費用格差）として、特別コ

ストは企業特殊的要因として、それぞれ要素分

解して把握されていた。なお、これまでの議論

では、企業特殊的要因に主たる関心が置かれて

きたが、近年は立地特殊要因への関心が高まっ

てきている。

第2の検討課題は、欧米の経済地理学の研究

成果の中から、多国籍企業に対する経済地理学

的研究の視点や方法を見いだそうとするもので

あった。経済地理学に限らず、特定業種の海外

進出や個別企業の国際的生産体系に関する実態

分析については、比較的多くの研究蓄積があ

る。それらのなかで経済地理学的アプローチの

特徴を示すものとしては、多国籍企業の立地パ

ターンに関する研究があげられる (Blackbourn,

1982; McConnell, 1983; Watts, 1987など）。多

国籍企業の立地決定においては、まず進出先国

が選択され、次に国内立地点が選択されるとい

う2段階のプロセスが指摘されているが、進出

先国の選択においては、母国の違いや、歴史的

影響、空間的近接性、文化的類似性などとの対

応関係が、また国内立地点の選択に関しては、

国境指向、国内中心地域指向、縁辺・不況・高

失業地域への政策的誘導など、進出先国内にお

ける立地パターンの差異に大きな関心が寄せら

れてきた。

また、多国籍企業による地域へのインパクト

に関する研究も、経済地理学的アプローチの特

徴といえよう (Clarke, 1985; Taylor and Thrift, 

1986など）。そこでは、①多国籍企業による高賃

金雇用の創出効果とその一方での低賃金指向工

業の脱出や既存労働関係の変化など、地域労働

市場への影響、②地元企業よりも域外企業が優

先される「リンケージ」の問題、③R&Dやハイ

テク産業が立地しても地域への技術移転が進ま

ない問題、④工場閉鎖やレイオフに関する問題、

⑤地元企業の多国籍化に伴う雇用減少の問題な

ど、多面的な問題が取り上げられていた。ただ

し、比較的狭い範囲を対象とした研究がほとん

どで、国民経済スケールの産業構造・地域構造

変動との関係については、今後の課題として残

されていた。
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第3の検討課題は、日本企業の海外立地点を

地図に落とし、それらの分布特性と国内外の地

域構造変動への影響を考察するというもので

あった。これまでの研究は、もっぱら国を基本

単位としており、国内の立地地域にまで言及し

たものはほとんどみられなかった。当時の分析
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を改めて振り返ると、産業集積との関連を考え まって、特定地域に集積を形成する傾向がみら

させる事例が少なくない。 れるのである。

たとえば、合衆国への日系自動車メーカーの

進出においては、ローカルコンテント法案の影

響もあり、現地での部品の調達の便が重視さ

れ、その点ではデトロイトを中心とした既存の

自動車産業集積へのアクセスが重要となる。し

かしながら、そうした地域であるほど、労働組

合の組織率が高く、日本的経営の導入が難しく

なる。そこで労働組合の組織率が低い農村地帯

の労働力が確保でき、しかも既存集積から離れ

すぎない距離の地点、すなわちテネシー、ケン

タッキー、オハイオなどの中東部地域が選択さ

れ、日系自動車産業の集積が新たに形成されて

いった。

この他、合衆国ではカリフォルニアやニュー

ジャージー、イギリスではウェールズというよ

うに、日本企業は同一業種が同一地域に進出す

る傾向が強く、関連部品メーカーの進出も相

第2節 多国籍企業論の経済地理学への接近

多国籍企業論の転回

多国籍企業の既存の理論は、対外直接投資決

定の動機や多国籍企業の存在理由の説明、産業

や企業組織面での優位性の議論を中心に展開さ

れてきた。しかしながら、 1990年代になると、

多国籍企業研究は大きな変化をみせるようにな

る。ここでは、 3人の代表的な研究者の影響を

中心にみていくことにしよう。

第1に、多国籍企業研究の第 1人者で、折衷

理論で知られるダニング (Dunning,J.H.）があげ

られる。表 lは、ダニングの指摘をもとに、多

国籍企業論における分析視角の変化をまとめた

ものである (Dunning,2000a)。海外直接投資の

動機が多面的になるとともに、所有優位性の源

表1 多国籍企業論における分析視角の変化

主な銀点

海外直接投資の動機

海外直接投資の形態

所有優位性の源泉

投資形態間の関係

所有特殊優位性の所在

革新的活動の定着度

国家間の障壁

国際分業の形態

立地選択の基準

外部経済の考慮

理論の性質

多国籍企業の組織構造

市場の失敗への戦略

政府の態度

理論構築の方法

1970年代・ 80年代

所有特殊優位性

（資源・能力の一方向フロー）

新規投資

（本）国の特殊資産の特権的所有

明確な選択

企業内部

比較的低い

強固

要素賦存に基づく明確な国際分業

資産使用量

立地特殊外部経済の軽視

静態的

階層的組織構造

「声」よりも「退出」

警戒的

学際的アプローチの弱さ

1990年代

多面的動機

（資産のよりグローバルな調達）

M&A 

資源活用能力など企業特殊性

補完的、制度的多元性

企業外部の資源・能力を重視

戦略的提携によりかなり高い

減少

多国籍企業の国際的特化

資産の増加も加味

企業集積や学習経済に注目

動態的

フラット化、分権化

「声」による外部性の獲得

歓迎

他分野の理論の導入の必要性

出所： Dunning,J.H. (2000a) pp. 32-33の表2-1をもとに、松原作成。
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泉や所在が、企業特殊性や企業外部の資源・能

力を重視するものに変わってきている。立地選

択にあたっても、資産の増加、企業集積や学習

経済のもたらす立地特殊外部経済に力点が移行

していることがわかる。

ダニングは別の論文で、多国籍企業の立地に

影響を与える要因の変化をまとめている（表2'

Dunning, 1998)。そこでは海外直接投資のタイプ

が、資源指向、市場指向、効率指向、戦略的資

産指向の4類型に分けられ、それぞれに対応し

た要因があげられている。 1970年代において

は、輸送費や製造費用、政府の規制やインセン

ティブなどが重視されていたのに対し、 90年代

になると専門労働や関連企業、「暗黙知」など、

空間集積に関わる諸側面が注目されてきている

ことがわかる。

このように、海外直接投資の空間的局面が実

態面でも理論面でも強調される中で、ダニング

は、経済地理学への接近を一層強めてきてい

る。それは、 2000年に刊行された編著のタイト

ルが、『地域、グローバリゼーション、知識ベー

ス経済』となっていることにも表れている

(Dunning, 2000b)。そこでは、知識フローの空

間や知識のスピルオーバー、立地の重要性が理

論面で指摘されるとともに、地域統合と海外直

接投資との関係についての実態把握、サブナ

表 2 多国籍企業の立地に影響を与える要因の変化

直接投資の類型 1970年代 1990年代

A 資源指向 1自然資源の利用可能性・価格・質 1資源の質向上などのローカルな機会

2資源開発・製品輸送関連インフラ 2ローカルなパートナーの利用可能性

3政府の規制 （知識の向上、資本集約的資源開発）

4投資インセンティブ

B 市場指向 1国内市場、隣接地域市場 1大規模・成長国内市場、広域経済圏

2実質賃金、原材料費用 2熟練・専門労働の利用可能性と価格

3輸送費、関税および非関税障壁 3関係企業の存在と競争

4輸入許可の特権的アクセス 4インフラの質と制度的権限

5集積経済、地方サービス支援施設

6受入国政府のマクロ経済政策

7知識集約部門ユーザーヘの近接性

8地方開発公社による誘致活動

c 効率指向 1製造費用 1上記Bの2,3, 4, 5, 7 

2 中間•最終製品の貿易自由度 2教育・訓練などの政府の役割

3集積経済の存在（輸出加工区等） 3空間的クラスターの利用可能性

4投資インセンティブ

D 戦略的 l知識関連資産の利用可能性と価格 1知識基盤資産の地理的分散への対応

資産指向 2資産取得に関わる制度的難易度 2シナジー資産の価格と利用可能性

3ローカル化した暗黙知の交換機会

4異なる文化・制度・嗜好への接近

出所： Dunning,J.H. (1998) p.53の表 lをもとに、松原作成。
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ショナルレベルまで踏み込んだ国別のケースス

タデイ、地域政策の理論と実際といった地域に

関わる話題に多くのページが割かれている。

第2に、クルーグマン (Krugman,P., 1991) 

の「新経済地理学」の影響があげられる。 The

World Economy誌は、 1998年に「地理、貿易、

投資」と題したミニシンポジウムを企画し、関

連論文を掲載している。そこでは、グローバル

経済における集積の問題を扱った研究成果が回

顧されるとともに (Ottavianoand Puga, 1998)、

貿易に対する産業組織論アプローチと、ダニン

グの折衷理論を中心とした多国籍企業の理論、

立地論を結合するモデルの構築と考察が試みら

れている (Markusen,1998; Brulhart, 1998など）。

この他、 2国2部門の独占的競争モデルを発

展させ、集積の経済と要素費用との関係に注目

しながら、多国籍企業の立地モデルを構築しよ

うとする試みが提示されるなど (Gao, 1999; 

Raybaudi-Massilia, 2000など）、クルーグマンが

打ち出した「新経済地理学」は、ダニングとは

別の面で多国籍企業の立地に関する議論を活発

にさせてきている。

第3に、ポーター (Porter,M.E., 1998)のク

ラスター論の影響が注目される。 2000年に刊行

された InternationalStudies of Management 

& Organization誌では、多国籍企業の経営戦

略・誘致政策におけるクラスターの重要性に関

する特集が組まれている。海外直接投資に関し

て、また産業集積に関しても、それぞれ豊富な

研究蓄積があるが、両者をつなぐ研究、すなわ

ち産業集積の発展における海外直接投資の役割

についての研究はほとんどなされてこなかっ

た。

5本の論文のうち最初の 2本は、多国籍企業

の経営サイドに関わるもので、最初の論文で

第 67巻第4・ 5号

は、多国籍企業によるR&D投資は、労働費や市

場への近接性といった伝統的な立地因子ではな

く、受入国の技術的特性に左右され、技術的に

高度なR&Dほど、魅力的な産業クラスター内に

立地する傾向があることが明らかにされている

(Frost and Zhou, 2000)。これに対し、多国籍

企業による国境を越えたイノベーションの調

整・管理については、知識がローカルに埋め込

まれる性質が強く、コストが高くつきすぎるた

め、きわめて難しいとの指摘がなされている

(Zander and Solvell, 2000)。

続く 2本の論文は、受入国の政策担当者サイ

ドに関わるもので、スコットランドにおける半

導体およびソフトウェア産業のクラスターを事

例に、地域発展にとってのクラスターアプロー

チの意義が、またストックホルムのITI産業のク

ラスターを事例に、クラスターのグレードアッ

プと多国籍企業の立地との関係が、それぞれ論

じられている (Peters and Food, 2000; 

Birkingshaw, 2000)。その結果、クラスターアプ

ローチの有効性は認められるものの、適用にあたっ

てはクラスターの認定と政策手段の選択面で注

意が必要であること、成熟産業よりも急速に成

長している産業において、クラスターのダイナ

ミクスに対する影響力が大きいことが明らかに

されている。

最後に、エンライト (Enright,M.J., 2000a) 

が、地域的クラスターと多国籍企業との関係を

まとめているが、クラスターは多国籍企業に知

識や資源を供給し、多国籍企業はクラスター内

部での投資を行うといった両者の相互依存関係

が強調されている。エンライトはまた、別の論

文で、地域的クラスター政策について、より詳

しい検討を行っている (Enright,20006)。そこで

は、クラスターの地理的拡がりや密度、厚み、
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深さ、活動基盤、成長ポテンシャル、革新的可

能性、産業組織、調整メカニズムといった各局

面に応じて、多様なクラスターのあり方が論じ

られ、クラスターの種類や政府の介入の程度に

応じて、異なる戦術が提起されている。

このように、ポーターのクラスター論の影響

は強力で、多国籍企業と産業クラスターとの関

係に関する研究は今後ますます活発になってい

くものと思われる。

2 経済地理学における「グローバル・ローカ

ル関係」論

1990年代には、多国籍企業論の経済地理学へ

の接近が顕著であったが、経済地理学における

多国籍企業研究は、どのような傾向を示してい

たのであろうか。

多国籍企業の立地に関する議論としては、

デイッケン (Dicken,P., 1992)の著作が代表的

である。そこでは、多国籍企業の理論・実態に

ついて、包括的かつ詳細な説明がなされてい

る。ただし、多国籍企業の理論に関しては、ダ

ニングなどの引用が中心で、経済地理学からの

独自の理論展開がなされてはいない。その他の

研究成果をみても、多国籍企業の立地理論に関

する研究は、依然として不十分で、実証研究が

中心になっている (Phelpsand Alden eds, 1999な

ど）。

また、以前は「分工場経済」、「植民地的」、

「飛び地的」と称されるように、多国籍企業の地

域経済・地域社会への影響が批判的に捉えられ

る傾向が強かったのに対し、近年の研究では、

むしろ多国籍企業の「現地化」の議論や日本的

生産システムの移植等に関する議論など、内容

的に充実した分析が多くなされてきている

(Dicken et.al. 1994; Hudson, 2000など）。

こうした多国籍企業に関する研究よりもむし

ろ、「グローバル・ローカル関係」に関する議論

が、 1990年代には活発に展開されていた。ここ

では、優れた論考を集めたコックス (Cox,K.R. 

ed., 1997)の編著 Spacesof Globalisationを

簡単に紹介したい。本書は、グローバリゼー

ションについての過大な一般化とグローバル・

ローカルの単純な二元論を批判することに力点

が置かれており、グローバリゼーションの経済

学と政治学に関する 9つの章から成っている。

前半のグローバリゼーションの経済学では、

グローバル化の下でも「領域化」が進んでいる

こと、生産財の技術伝播は距離的に制限され、

距離は文化的差異や社会性を帯びること、多国

籍企業を脱国家企業と表現するのは適当ではな

く、グローバリゼーションを念頭に置いた戦略

的ローカリゼーションを採ってきていること、

金融商品といえども、情報内容に応じて空間ス

ケールが異なり、金融センターの階層性が形成

されていることなど、興味深い指摘がなされて

いる。

また後半のグローバリゼーションの政治学で

は、レギュラシオン理論などにおけるスケール

の意味内容の検討を通して、スケールの政治力

学を明らかにしようとする試み、資本ではなく

労働者の主体的役割に注目して、労働運動の歴

史的展開とグローバリゼーションとの関係を検

討する試み、社会民主主義のマクロ経済政策の

歴史的展開と国民国家の位置づけの検討、民主

主義の空間的スケールとグローバリゼーション

との関係の検討など、斬新な切り口でグローバ

ル・ローカル関係が考察されている。

このように、欧米におけるグローバル・ロー

カル関係の議論は、非常に多岐にわたり活発に

なされているが、それらを概観すると、グロー
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バルよりもローカルに、多国籍企業のような巨

大な企業よりも中小企業に、企業の組織よりも

コミュニティに、経済よりも制度や文化・政治

に、詳細な実証研究よりも理念的な議論に、よ

り力点が置かれた研究が多くなっているように

思われる。

第3章産業集積論の系譜と新展開

第 1節 「集積論の系譜と『新産業集積』」の概

要

1999年に上記の論文を執筆した論者の問題意

識は、立地論における集積研究の蓄積をしっか

りと踏まえながら、新たに出されてきた産業集

積に関する研究成果を整理するという点にあっ

た（松原， 1999)。

第1の検討課題は、マーシャルとウェーバー

の集積論を軸に、両者の比較検討を行いなが

ら、集積に関するこれまでの主要な見解を整理

することであった。マーシャルは、「ある特定の

地区に同種の小企業が多数集積する」同業種集

積を対象として取り上げ、集積の利点として、

スムーズな技術伝播や技術革新の可能性、補助

産業の発達、高価な機械の経済的利用、特殊技

能をもった労働者の労働市場の存在といった諸

点を指摘した (Marshall, 1890)。独特な産業的

な「雰囲気」についての記述など、マーシャル

の集積論は、自由な解釈の余地を多分に含んで

展開されており、それゆえに質的で計量化が困

難な集積因子の導出を可能にしている。また、

「新しいアイデイアを生みだす素地」についての

指摘からは、技術革新を柱とした動態的視点を

見出すことができる。マーシャルの集積論が、

近年の産業集積の議論で比較的多く言及される

第 67巻第4・ 5号

理由は、こうした点によるものと考えられる。

これに対し、ウェーバーの集積論は、演繹的

で、量的で計量可能な集積因子を取り上げ、厳

密な議論を組み立てている (Weber, 1909)。

ウェーバーは、集積因子を「生産を或る場所に

おいて或る特定の集団として統合して行なうこ

とによって生ずるところの、生産または販売の

低廉化」と定義し、具体的には、補助工業や機

械修理などの技術的設備の拡充、補助作業や部

分作業などの労働組織の拡大、大量取り引きの

利点、水道や道路施設などの一般費の低下をあ

げている。しかも、輸送費や労働費といった他

の立地因子と関係づけて集積を検討しており、

総合的・体系的な立地把握となっている。ま

た、集積が生じるメカニズムと関連して、「集積

の原因の必然的な結果」としての「純粋（技術

的）集積」と、集積以外の立地因子の働きに

よって生じた「偶然的集積」との区別を行って

おり、さらには、人口集中など、「特別な社会的

構造に内在する要因に由来」する「社会的集

積」にも言及している。近年の集積研究の多く

は、 「偶然的集積」を取り上げ、地域の個性記

述に腐心しているが、集積の形成•発展を図ろ

うとする場合にはむしろ、ウェーバーの「純粋

集積」についての理解を深める必要があると思

われる。

マーシャル・ウェーバー以降の集積論は、

「工場間の経済」 (Balassa,1961)や「規模の外

部経済」 (Nourse, 1968)、「移動可能な外部経

済」と「移動不可能な外部経済」 (Robinson,

1931)、「都市化の経済」 (Hoover,1937)など、

その対象範囲を広げるとともに、複数企業の意

思決定の問題や接触の利益の問題、動態的な過

程を扱うなど、多くの研究成果を蓄えてきてい

る。
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第2の検討課題は、欧米での「新しい産業集

積」に関する諸研究を整理し、既存の理論研究

との異同を検討する点にあった。

ウェーバーもマーシャルも主として経済的な

要因から集積を説明してきたが、近年の「産業

地域」 (IndustrialDistricts)論では、ピオリ・

セーブル (Pioreand Sabel, 1984) による柔軟な

専門化 (Flexiblespecialization) といった生産シ

ステムの議論に加えて、埋め込み (Embeddedness)、

技術革新の風土 (Milieuof innovation)など、社

会・文化・制度的観点からの指摘が多くなされ

てきた。総じて、集積の利益についての厳密な

規定に乏しく、非経済的な要因に力点が置か

れ、地域の個性が多くの場合強調されてきたの

である。

これらに対し、スコットやストーパーの集積

論は、企業間関係に注目し、空間取引費用の節

約によって集積を説明しようとしている。ス

コットの集積論の特徴は、ウィリアムソン

(Williamson, 0.)の取引コスト論にもとづき、

企業間関係の空間的近接性に着目した点にある

(Scott, 1988a,b, 1998)。スコットは、フレキシ

ブル生産は垂直分割を増大させ、垂直分割は外

的リンケージの増大を意味し、その空間的コス

卜節約のために集積が生じると説明している。

これに対し、ストーパーは、個人的な関係や評

判、慣習など、取引関係の質的な側面を重視

し、「関係特殊資産」 (Relationalassets) という観

点からグローバル化の下での「領域化」

(Terri tori ali z a ti on) の進行を指摘している

(Storper, 1997)。

一方、ポーターは、競争優位の単位としてク

ラスターを位置づけ、その意義を生産性の上

昇、イノベーション、新規創業といった 3つの

側面から指摘している (Porter, 1998)。また、

自己強化プロセスによる成長の促進、テクノロ

ジ一面での不連続性やクラスター内部での硬直

性による衰退傾向など、クラスターの誕生・進

化・衰退といった動態的な過程についての指摘

もなされている。これまでの集積論が費用の最

小化に力点を置いていたのに対し、ポーターの

集積論では、生産性やイノベーションの可能性

を強調した点が注目される。

このように現代集積論の特徴は、企業間関係と

非経済的要因を重視している点に求められるが、

「新しい産業集積」が、国民経済もしくは世界経

済の中でどのような位置を占めるのか、多国籍企

業のネットワークとどのような関係にあるのか、

こうした点を明らかにする必要がある。

第2節 産業集積論における新たな論点

1 イノベーションと産業集積

工業生産を中心とした社会から知識経済を中

心とした社会への移行が指摘され、イノベー

ションに対する関心が高まってきている。そう

した傾向を受けて、イノベーションを引き起こ

す空間的枠組み、とりわけ産業集積との関係に

関する議論が近年活発になされてきている。

イノベーションに関しては、「国民的イノベー

ションシステム」が従来は中心的に議論されて

きたが、近年では「地域的イノベーションシス

テム」が注目を集めている (Cookeand Morgan, 

1998, Maskell, 1998,, Cooke et.al., 2000, Acs, 2000 

など）。表3は、両者を比較検討したものであ

る。「国民的イノベーションシステム」が、企業

の研究所や公的研究所、公共政策など、産業の

イノベーションに関わる諸制度や制度的アク

ターに力点を置き、国民国家の枠組みを重視す

るのに対して、「地域的イノベーションシステ
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表3 イノベーションのシステム

システムの要素 国民的イノベーションシステム 地域的イノベーションシステム

企業間関係 市場と階層的 ネットワーク経済

権威主義的関係 ウェブシステム

競争の強調 イノベーションの源泉としての

距離を置いたサプライヤ関係 サプライヤチェーン

協調と信頼

知識インフラ フォーマルなR&D研究所 大学での研究

R&Dシステム 工程に関するR&D中心 新製品に関するR&D中心

国・連邦のR&D研究所 知識の外的源泉

防衛中心 ローカルなR&D漏出

コミュニティと 国・連邦レベルの強調 地域レベルの強調

公的セクター 父親的温情主義関係 官民パートナーシップ

規制 コミュニティ、協調、信頼

企業内部組織 機械論的・権威主義的 有機的組織

イノベーションと生産との分離 連続的イノベーション

複数事業部制企業 マトリックス組織

金融セクターの制度 フォーマルな貯蓄と投資 ベンチャーキャヒ゜タル

フォーマルな金融セクター インフォーマルな金融セクター

物的・通信インフラ 国内指向 グローバル指向

物的インフラ 電子データ交換

企業戦略・構造 起業の難しさ 起業の容易さ

・競争 新知識へのアクセスのなさ 知識へのアクセスの安さ

企業家精神の欠如 企業家精神が肝心

出所： Acsほかの論文 (Acs,2000) p. 48の表4-3より松原作成。

ム」では、ローカルな枠組みでの企業間の協調

や信頼関係、知識の共有、企業家精神などが強

調されている。イノベーションが生まれてくる

過程では、対面接触を通じた「暗黙知」の共有

と交換が重要であり、そうした対面接触を多頻

度で実現するためには、狭い空間的範囲に企業

が集まっていることが有利であり、また地域で

の独特の「仕組み」が有効であると指摘されて

いる。イノベーションを生み出しやすい環境
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ある。

こうした「地域的イノベーションシステム」

に関しては、ヨーロッパで事例研究や比較、政

策的課題の検討が盛んに行われている。代表的

論者の 1人クック (Cooke,P.）は、技術移転や

資金供与などの「企業のイノベーションを支援

するガバナンス」と、イノベーションの担い手

の特性や関係といった「ビジネスイノベーショ
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ン」の2つの軸に注目し、前者については「草

の根」型、「ネットワーク型」、「統制 (dirigiste)」

型、後者については「ローカル」型、「相互依

存」型、「グローバル」型にそれぞれ「地域的イ

ノベーションシステム」を類型化している

(Braczyk, et.al., 1998)。

これに対し、産業ごとの特性に注目した「セ

クターイノベーションシステム論」が、マレル

バ (Malerba,F.)やブレシ (Breschi,S.）などに

よって提起されており、その内容が我孫子に

よって詳しく紹介されている（我孫子，

2000a,b)。マレルバらは、「イノベーション・プ

ロセスの『地理的集中と空間的組織化の強度』

は産業ごとに顕著に異なることを力説し、こう

したイノベーションの空間的群生化をめぐる産

業間の差異を、『習熟・競争・淘汰プロセスの相

互作用』、さらにはその相互作用に決定的に関与

する『技術レジーム technological regimes』とい

う概念でもって説明しようとしている」。この

「技術レジーム」と「セクターイノベーション

システム」との関係を、彼らは①革新的企業の

競争と洵汰の過程、②革新的企業の地理的分布、

③企業のイノベーション過程における知識の空

間的境界の 3点から論じるとともに、そうした

分析枠組みを具体的な産業に適用し、 5つのタ

イプを摘出している。それらの要点は、①伝統

的セクター（多数の革新的企業、地理的な分

散、独自な「知識の空間的境界の欠如」）、②機

械工業（多数の革新的企業、地理的な集中、

ローカルな知識の境界）、③自動車産業（少数の

革新的企業、地理的な集中、ローカルな知識の

境界）、④コンピュータ産業（少数の革新的企

業、地理的な集中、内部的かつグローバルな知

識の境界）、⑤ソフトウェア（多数の革新的企

業、地理的な集中、ローカルにしてグローバル

な知識の境界）というようにまとめられてい

る。このように、「セクターイノベーションシス

テム論」においては、イノベーション活動の地

理的境界の問題や知識の移転と交流において地

理的空間が果たす役割など、イノベーションに

関する新たな空間的視点が提示されており、集

積論の新たな展開が注目される。

2 集積間ネットワーク

これまでの研究では、個別の産業集積を事例

として取り上げ、集積の実態を考察するものが

多かったが、集積と集積との関係、とりわけ密

接な結合関係をもった集積間ネットワークに関

する研究も注目されてきている。

国際的な集積間ネットワークの事例として

は、アメリカのシリコンバレーと台湾の新竹と

の関係が知られている (OhUallachain, 1997)。

1980年代後半以降、多くの半導体設計専門企業

がシリコンバレーに集積する形で新たに登場し

てきた。これらの企業群は、製品設計、品質保

証、マーケティングを専門的に行い、製造工程

は台湾などのファウンドリーに委託することで

急成長を遂げてきた。こうしたファブレス戦略

には、莫大な設備投資を必要としない、市場の

動きにフレキシブルに対応することができると

いったメリットがある。ただし、ファブレス化

の問題点としては、調達面での不安定さが否め

ないこと、品質管理が不徹底になること、相手

企業に情報や技術が漏れることなどがあげられ

る。こうしたデメリットを少なくするために、

ファブレス企業群は、共同出資を進めるなど、

提携関係の強化策を採ってきており、アメリカ

とアジアの工場との複雑なネットワークが形成

されてきている。こうした企業間の新たな提携

関係によって、集積間ネットワークもその内容
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を複雑にしてきている。

なお、シリコンバレーと新竹との関係につい

ては、サクセニアンが、華人による人的ネット

ワーク・「超国家的コミュニティ」の役割を指摘

し、詳細な検討を行っており、こうした観点か

らのアプローチも注目される（サクセニアン，

2000)。

このように、集積間のネットワークは、多国

籍企業のグローバルな工程間分業の進展や企業

間の国際的な提携関係によって、あるいはまた

エスニックネットワークによって形成されてき

ており、多国籍企業の立地と産業集積との関係

に注目した新たな研究が期待されている。

第4章 おわりに 一多国籍企業の立地と産業

集積論との関係一

以上、多国籍企業の立地と産業集積に関する

研究動向を整理してきた。最後に、両者の関係

について、検討することにしたい。

多国籍企業の従来の「定説」では、多国籍企

業の立地は空間的分散を特徴とし、産業集積と

は対立するものと考えられてきた。既存の集積

は、地価や賃金水準が高く、しかも国内企業の

制度的・文化的枠組みが歴史的に強固に形成さ

れており、アウトサイダーとしての多国籍企業

は、むしろそうしたところを避け、コスト的に

安く、独自の企業経営ができる地点を選択する

傾向が強かった。既存集積と比べ、インフラス

トラクチャの面で劣る場合でも、「人為的環境」

を作り出せる力を多国籍企業は有していたので

ある。

しかしながら最近では、ポーターのクラス

ター論の影響についてみたように、多国籍企業

の立地と産業集積を関連づけた議論が多くなっ

第 67巻第4・ 5号

ている。多国籍企業の立地と産業集積とが融合

する要因としては、以下の諸点が考えられる。

第1に、多国籍企業の立地指向が、製造拠点

の低コスト指向から、細分化しフレキシブルに

変化する市場への対応や研究開発に関わる情報

入手を重視するものに変わってくるにつれて、

競争優位の源泉として、産業集積のもつ魅力が

再評価され、立地特殊性が注目されるように

なってきた点があげられる。しかも、交通・通

信革命の進展によって立地環境の「標準化」が

進んでくるに従って、産業集積間の比較検討や

選択が重要となってきている。

第2に、「分工場経済」のグレードアップがあ

げられる。受入側の政府・自治体としては、こ

れまでのように、単体の企業・工場を誘致すれ

ばよいという段階ではなく、多国籍企業の工場

を核として、サポーティングインダストリな

ど、関連産業の立地をいかに牽引し、国際競争

カのある産業集積を作り上げていくかが重要な

政策課題になってきている。集積の形成を通じ

た、連関効果や波及効果をいかに大きくするか

が問われており、多国籍企業の誘致政策に変化

が現れてきているのである。

第3に、イノベーションや知識経済が重視さ

れてくるなかで、量産型の製造部門は低コスト

を指向して途上国などへの拡散を続けるもの

の、イノベーションを生み出す拠点としては、

多国籍企業の母国の産業集積が重要視されてお

り、こうした「ホームベース」が再評価されて

きている。

以上の諸点を背景として、多国籍企業の立地

と産業集積との融合が進んできているが、両者

の関係を、いくつかのタイプに分けて考えるこ

とができよう（図 l)。

タイプの0、1、2は、多国籍企業がある国
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図1 多国籍企業の立地と産業集積との関係（松原作成）

Tl → T2 

タイプ 0

集積外へ >■ ． 
の立地

タイプ 1
I ＼ ~/—`` ‘ ¥ 

集積の形成 >■ I l 

＼ ／ 

``― 

―̀̀ タイプ 2

□‘I〗 Iヽ~/' 一、 ‘ ¥ 
既存集積 I I 

への立地 ＼ ／ 

／ 

`̀― ``― 

―̀` —``• ／ 

タイプ 3 ／ 

/、L‘¥集積の衰退 I l □, 
＼ ＼ ／ 

／ ／ 

‘̀― ``― 

一、 / 

| 1 / ／こ］］タイプ4

I 集積の発展

ヽ

I ¥、[
＼ Lゞ一土」 U/  
ヽ ／ 

/ 

注：外枠は国土空間を、破線の円は産業集積を、実線は工場間の取引関係を、矢印は多国籍企業の立地を、 ■
は多国籍企業の工場を示す。 ■と口は同業種を、 0△は異業種を示す。 Tl→T2は、時間的経過を示す。

民経済の領域に入ってくるケースを示してお

り、このうちタイプの 0は、多国籍企業が産業

集積とは関係なく、あるいはまた産業集積を回

避して立地する場合を示している。タイプの

l、2は、多国籍企業の立地と産業集積とが関

連し合う場合で、タイプの 1は、多国籍企業が

進出し、その工場を中心に関連産業が集積し、

新たに産業集積が形成されるケースである（マ

レーシアのクラスター政策などの事例）。そこで

は、いかにサポーティングインダストリを立地

させ、産業連関効果、雇用効果を発揮させるか

が重要となる。これに対し、タイプの 2は、既

存の集積に多国籍企業が立地する場合を示して

いる（シリコンバレーヘのR&D部門の立地など
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の事例）。この場合には、いかに既存の集積内で 付記

密接な企業間関係・人的関係を形成し、集積の 本稿は、 2000年12月28日に湯布院での中楯．

利益を享受できるかが問われてくる。 矢田ゼミ合宿にて報告した内容を原稿にしたも

また、タイプの 3と4は、国内の産業集積に のである。当日での議論も含め、 20年以上にわ

拠点を置く多国籍企業が海外へ出ていくケース たり矢田俊文先生からは、暖かい励ましと厳し

を示している。タイプの 3は、産業集積内の個 い質問をいただいている。本稿を、還暦を迎え

別企業が多国籍企業として発展していく一方 られる矢田俊文先生に献呈いたします。

で、産業集積自体は衰退していく場合を、タイ

プの4は、集積内企業が多国籍企業として発展 文献

していくとともに、産業集積自体も発展してい

く場合を示している。タイプの 3とタイプの

4、産業集積がどちらの軌道を歩むかは、集積

を形成する産業の特性や立地環境、産業集積内

の企業間関係など、複合的な要因が効いてくる

ものと思われる。たとえば、製品種類の少ない

成熟産業の場合には、生産の海外への移転によ

る空洞化の影響は深刻であろう。これに対し、

新製品が次々と登場してくる成長産業の場合に

は、海外の生産拠点と国内の産業集積との棲み

分けが可能になるだろう。「企業城下町型集積」

の場合は、大企業の国際的な戦略に左右される

度合いが高く、「産地型集積」の場合には、安価

な輸入品の脅威にさらされるケースが少なくな

い。集積内の企業がグローバル化した際に、従

来からの取引関係や市場がどのように変化する

か、研究・開発機能を高めるなど、機能変化を

遂げられるかどうか、個々の企業の対応ととも

に集積全体の適応力が問われることになろう。

冒頭で述べた地域構造論の射程を拡げ、理論

内容を深めていく上で、また新たな地域政策の

課題を考えていく上でも、多国籍企業の立地と

産業集積との関係についての理論・実証両面で

の研究は、その重要性を増しているのである。
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